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日本 的経 営 につ い て の読 み もの
小 田 切 隆
はじめに
日本的経営の特徴が 「終身雇用,年 功賃金,企 業内組合」の三つにある
ことは広 く受け入れ られている。学卒23歳 で入社 し,60歳 の定年まで勤
めるわけで,そ の間の賃金は生活給を基本 としそれに能率給が加算される
というしくみだ。独身時代に始ま窮 結婚 して二人にな 窮 やがて家族が
増えていき,子 供の教育費がかさむ年齢を終え,そ して定年 を迎 える。年
功賃金はこのようなライフサイクルに合わせて右肩上が りの放物線状の曲
綜グラフになる。本来,若 年,中 年,高 年者σ)問に労働生産性上の差がそ
れほどあるわけではないから,若,中 年時の労働に対する過小賃金ほ高年
時にもらう過大賃金 と見合いになるわけだ,サ ラリーマンの生涯賃金は大
ざっぱに言 って2億 円余 りと言われる。今,仮 に2億 尋千万,在 職 痢 間
36年 とす ると,そ の2!3の24年 後,も う47歳 ぐらいになっているはずだ
ボ,こ の時点で獲得するのはその半分の1億2千 万にすぎない。残 りの1
億2千 万は定年までの12年 聞でもらうとい うことになる。営々と24年 間
励んだ労働の当然の収穫期なのである。何があったって会社をやめるわけ
にはいかない。このように,年 功賃金は従業員にとって高い退出障壁 とな
り,会 社に対する忠誠心のベク トル となって作用 し,終 身雇用制を支 える
ことになる。一方,年 功賃金は経営者側から見ると,若,中 年 に対する過
小支出の儲け,高 年者は過大支出の損 ということになる。従業員 の平均年
齢30歳 ぐらいのピラミッド型の年齢構成 をもった会社では,年 功賃金制
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は 多大 の 労務 コ ス ト節 減 に な る,日 本 で 長 年 会 社 を 経 営 して い る ジ ョー
ジ ・フィ ー ル ズ はr成 長期 に は,年 功 序 列 とそれ に 伴 う給 与体 系 は 経 営
者 に とって ぬ る ま湯 につ か って い る よ うな 居 心 地 の よ い 環 境 を作 り上 げ
る1)」 と述 べ て い る。 だ が,平 均 年 齢 が 佃 歳 を越 えた提 燈 型 の年 齢 構 成 を
もつ 会 社 で は,そ の 労務 コス トは会 社 存 亡 に か か わ る重 荷 とな る。 目本 企 、
業 の体 質 は概 して ス リム で あ る。 例 え ば トヨ タ とGMを 比 べ て み る 。 ト
ヨ ター 従 業 員 数6万4千 人,売 上 高6.0兆 円,GM一 従業 員 数81万3
千 人,売 上 高142兆 円(1987年 中の 決 算 に よ る2))。GMの 従 業 員 は トヨ タ
の12.7倍,一 人 当 た り売 上 高 を比 べ る と,ト ヨ タの9300万 円余 り,GM
1700万 円余 りで,ト ヨタの従 業 員 はGMの5.35倍 稼 いで い る こ とに な
る。 現 在,米 国 の有 力企 業 は肥 大 化 した大 組 織 か らス リム な体 質 へ と減 量
に血 眼 にな って い る とい う3}。巨本 的 経 営 法 が影 響 して い る に ちカヨいな い。
とこ ろが,そ の 日本 的 経 営 が い ま構 造 的 な労 務 コ ス トの 増 大 に耐 え られ な
い で 苦鏡 に立 た され て い る。 経 営 者 側 か ら言 え ば道 は唯 一 つ 中高 年 の 労 務
コス トを下 げ る以外 にな い。 それ が 能 力 給 の導 入 だ った り,子 会 社 等 へ の
出 向 だ っ た り,割 増 金 つ き退 職 か 自宅 待 機 だ っ た り とい うよ うに,外 柔 を
装 った 窮 あ けす けだ った りい ろ い ろ だ が,生 涯 賃 金 の半 分 しか も ら って
い な い50歳 まぢ かの 時 に こん な目 に会 って は,こ れ は本 当 に半 身 雇 用 だ 。
労働 経 合 は 何 を して い る の か。 周知 の とお り企 業 内 組 合 だ が,多 くの 大 企
業 で は労使 協議 制 を採 用 して お 転 労 働 条 件,賃 金,人 事 な ど につ い て定
期 的 に協議 を し,団 体 交 渉 の場 に持 ち こ ん で鋭 く対 立 す る とい うこ とは あ
ま りな い よ うだ4〕。 だ か ら・ 組 合員 の 権 利 を十 分 に守 って い る な ど とは と
て も言 え ない 。 組 合員 は泣 く泣 く子 会 社 行 き か勧 奨 退 職 を の む しか な い。
1)「 日本 的 経 営 の真 価 を間 う」 ジ ョー ジ ・フ ィ ール ズ,日 本 解 剖3,16ぺ 一 ジ,
日本 放 送 出 版 協 会
2)「 日本 の企業 」 今 井 賢 一 ほ か,11ぺ 一 ジ,東 京 大 学 出版 会
3)日 経 新 聞,'92年1月11目 付
4)r労 使 関 係 の神 話 と現 実 」 島 置晴 雄,エ フ ェ クテ ィ ブ ・マ ネ ジ メ ン ト(レ ス タ








でな く,社 会的にも重要な出来事であることを示 している。なぜ一種の通
過儀礼である入社式が重視されるのか。言い換えれば・A社 とかB社 と
いう特定の職業集団の正規 メンバーとなることが,こ れほど重要 なのか。
ここから,日 本の経営組織の考察を始めたい。……以下略一一(経 営社会
学166ぺ 一ジ～218ぺ 一ジー 問宏一 有斐閣'89年 刊)
⊂要 旨》
入社式のね らいは,そ の会社集団において現在のメンバーと新入 りのメ
ンバーとが相互に社縁で結ばれたことを確認するところにある。身体的な
大人を確認するのは成人式だが,入 社式は目本社会が社会的な大人(=社
会人〉として受け入れたことを意味するわけで,こ れを 国家的な行事 とみ




入 社 式 の式 次 第 を見 る と,学 校 の入 学 式 の式 次 第 とそ っ く り同 じなの に
驚 く。 日本 の 学校 は 単 に 知 識 の 習 得 の み を 目指 して い るの で は ない よ う
だ。 恒 吉僚 子 は7・ 目米 の 小 学 校 教 育 の比 較 調 査 を行 って い る5)。 そ れ に よ
る と 「ア メ リカ にお い て は,能 力別 指 導 は も とよ り,バ イ リン ガ ル教 育,
5)「 文 化 と社 会 構 造 」 恒 吉 僚 子,思 想,'92年1月
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特 殊 教 育,補 償 教 育 等,特 別 な必要 性 を持 った 児 童 に対 して個 別 的 指 導 を
行 うこ とが,し ば しば法 的 根 拠 を も って定 め られ,そ れ に応 じて教 師 陣 の
問 で の分 業 化 も進 行 してい る。 一 方,目 本 の 学校 で は,こ の よ うな 個 別
化 ・分 業 化 の傾 向 は現 時 点 で は相対 的 に弱 い もの の,ア メ リカ で は一 般 的
で は な い よ うな,豊 富 な学 科 外 の集 団 行 動 の機 会,例 え ば,朝 会 や広 範 な
クラ ブ活 動 等 が カ リキ ュ ラム に組 み 込 まれ,小 集 団 を利 用 した活 動 が制 度
化 され て い る」 「つ ま 幻,ア メ リ カ と比 べ た揚 合,日 本 の小 学校 は,協 調
行 動 の機 会 が 多 くな るよ うに集 団行 動 が 制 度 化 され,児 童 が 自給 性 と密
度 の高 い集 団(学 級 ・ 班 等 〉に 所 属 しな が ら協 力 す る 仕 組 み に な っ てい る」
と。 日本 人 の特 性 と して 「集 団性 」 が 言 わ れ る が,こ れ は,集 団 に よ る,
よ り大 きな 果 実 を生 む た め の それ を支 え る個 人 の 協 調 性 とい うこ とで あ
る。 日本 の 教 育 制 度 は知 育教 育 と と も に・ 集 団 行 動 を通 して の協 調 性 の涌
養 とい う目標 も大 きな 比重 で並 立 させ て い る こ とに な る。 目本 的経 営 に見
ら郵 る集 団 主 義 は,こ の よ うな学 校 教 育 の延 長 線 上 に あ る とい え る。
さて,終 身 雇 用 制 を 『ラィ フタイ ム ・=ミ ッ トメ ン ト」 と言 って ア メ リ
カ に紹 介 した の は アベ グ レンで あ る6}。 ま 牟 「OECD対 日労 働 報 告 書7)」
は,年 功 賃 金,企 業 内 組合 ととも に,目 本 的 経 営 の 三 つ の 主 要 な要 素 と し
た。 イ ギ リスの ドー ア はr後 発効 果 説 」 を提 出 し 日本 的 経 営 の優 位 を認 め
て い る51。 ヴォ ー ゲ ル9),オ ー ウヂ の,パ ス カ ルmな ど一 連 の 日本 の経 営研
究 書 は,ア メ リカ の経 営 批 判 を目的 と して書 か れ た もの で,説 得 性 を 持 た
せ るた め に 目本 の事 例 を利 用 して い る もの で あ る12〕。
それ で は,日 本 的 経 営 の三特 徴 は どの よ うに して 日本 の 企 業 に定着 す る
6)「 日本 の経 営 」 ア ベ グ レ ン,58年,ダ イ ヤ モ ン ド社
7)「OECD対 日労働 報 告 書 」'72年,日 本 労 働 協 会
8〉 「イ ギ リス の 工揚 ・目本 の工 揚」 ドー ア,'72年,筑 摩 書 房
9〉 「ジ ャバ ン ・ア ズ ・ナ ンバ ー ワ ン」 ヴ ォ ー ゲル,ワ9年,TBSブ リタニ カ
10)「 セ オ リーZ」 オ ー ウチ,'呂1年,CBSソ ニ ー出 版
11)「 ジ ャパ ニ ー ズ ・マ ネ ジ メ ン ト」 パ ス カ ル,'8工 年,講 談 社
12)r世 界 が見 え る!日 本 び見 える」 大 前 研r76ぺ 一 ジ ・講 談 枇
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ぶ うに な っ な の か次 に読 も う。
2・G`焼 け跡 ・闇市,}か ら生まれた日本的経営
筆者が大陸か ら昭和21年 に復員 したとき,最 初 に驚いたのは,昭 和19
年に戦場に向かって船出 した博多港が,沈 没船の墓場と化している光景 だ
った。だが本当の驚きはそのあと1こ控えていた。……中略……敗戦後1年
の間に180度 変わって しまった。内地の目本人の価値観の激変は本当にシ
ョックであった。…一・中略一 ・そしてそク)後の"日 本経済の奇蹟"を 担
ったのが,こ うした復員兵士を中心 とする世代だったことは,見 逃しては
ならない点だと筆者は思 う。"天 皇の戦士"は やがて,"産 業戦士"へ 転
進 した。 ……中略……そ して結局は彼 らが`～社会調和'》の思想をはぐく
み,目 本的経営のシステムをつ くり上げた。 だが,ど のように2……以下
略一(戦 後民主主義 の経営学14～58ペ ージ.一 中村忠一一 東洋経済新
報社'83年 刊)
腰 鋤
敗戦と.同時に封建的価値観は崩壊 し,民 主主義思想が横盗した。それ と
ともに専制的な経営者 も消 え去るほかなかウた。 目本全体が餓死寸前の状
態の中でその危機 に対応するため全員参加の経営体制がとられ,生 活給賃






と中村忠一は言 うが,一 方,岡 崎哲二によると,そ れは第2次 大戦期に原
型ができた、日本政府は軍需生産 を拡大するため,旧 ソ連型の計画経済シ
ステムを採用 した。資本 と経営の分離を主張 し,株 主の権限を封 じ込め新
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たに労働者 を経営構成員 として参入 させた。企業の利益分配の比重を株主
か ら労働者 にシフトしたとしている1呂)。それは,労 働者 の生産性 を上 げる
ための,ニ ンジン効果をもくろんだ方策 と思われるが,日 本人 は戦争 とい
う緊張場面の中で全員参加の経営体制 とい うものを,既 に学習 していたこ
とになる。
全員参加 の経営体制,こ れを伊丹敬之は資本主義に対置 して 「人 本主
義」 という考 えを提出 した。ヒト,モ ノ,・カネの経営資源め中でカネ を根
本 に据 えた経営方法を資本主義的経営法 とするなら,ヒ トを根本 に据 える
経営法は人本主義的経営法 ということになる。 目本的経営は結局人本主義
的経営法だとい うq次 にそれを読 もう。
3、 人 本 主 義 の可 能 性
企 業 規模 の大 小 を問 わ ず,目 本 企 業 の海 外 進 出 が飛 躍 的 に増 加 して い る
今 日,進 出 先 で現 地 の 労働 力 を生 かす秘 訣 は何 か と い った質 問 を受 け る こ
とが あ る。 それ は一 般 的 な言 葉 で 答 えれ ば,お そ ら く 「日本 的 経 営 」 とい
うこ とにな る だ ろ うと思 う。 終 身 雇 用,年 功 序 列 ・ 企 業 別 組 合 な どが ・ 目
本 の経 営 の成 功 の要 因 だ とい う話 もあ るが,た しか にそ れ は現 象 面 で と ら
えれ ばそ の通 りで あ る こ とが 多い の は事 実 で あ ろ う。 … … 中略 … … 目本 の
企 業 が実 践 して い る経 営 の さ まざ まな 具 体 的 方 法 の背 後 に潜 む原 理 の よ う
な も の に よ って 国愛 を こ えて文 化 を こ えて,人 々 に訴 えか ける ものが あ る
の で は ない か 。 … … 中略 ・… ・・国鏡 を こ え文 化 を こ えて人 々 に訴 え か け る原
理,そ れ を私 は 「人本 主 義」(Peoplism)と い う新 しい言 葉 で 表 現 した い
と思 っ てい る。 … …以 下 略一(目 本 解 剖3,84～107ぺ 一 ジー 伊 丹 敬 之
一 日本 放 送 出版 協 会'87年 刊〉
⊂要 講
人本 主義 的 経 営法 を資本 主 義 的 経 営 法 と比 較 して言 うと,次 の よ うに な
13〉 日経新 聞,経 済教 室r日 本型経 済 システム」'92年4月2日 付
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る。資本主義的経営法ではカネを根本に考えるから,株 主のカが断然強
い,経 営者も株主の期 待 どお りの利益 を挙げられなければす ぐクビにな
る。経営者はだから短期に成績 を上げるため躍起になる。そして従業員は
その命令 に従 うだけということになる。一方,人 本主義的経営法では株主
の力は弱められ,所 有 と経営の分離が進んでいて企業は従業員のものとい
う考えである。従って先ず従業員の長期安定雇用が大前提である。その中






の条件に一番合 った相手 と取引をする。人本主義的経営法では,特 定の相
手方と長期継続的1こ相互にメリットを生みだすような関係の中で取引をす
るとい う,管 理 された市場である。(以 上要旨終 り)
終身雇用は従業員の長期安定定着を意味するから,技 術者,熟 練労働者




について読んでみよう。QCは 品質管理 ということで,ア メリカではQC
は製造部門においてのみ実施 されたが,そ れが目本に導入 されると,営
業,財 務,人 事など企業活動の全てに亘って展開していった点に目本的な
特徴がある。
4・ 製 造 現 場 のQC活 動
TQC(TotalQualityContro1,総 合 的 品 質 管理 また は全 社 的 品 質 管理)
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活動は,企 業がよい製品やサービスを経済的 につ くり出すために,経 営者
をはじめ管理者,監 督者,ス タッフ,作 業者 に至るまで企業の全員が参加
して取 り組む企業体質の改善 ・強化活動である。 …一臼以下略一(QC手
法入門(製造編)1～12ぺ 一ジー 二見良治一 日科技連出版社'88年 刊〉
藍要旨》
TQCは 製品の改善間題を中心 とするが,原 価の低減,生 産量 ・納期 ク)
確保,従 業員の安全確保,士 気の高揚も含む。(以 上要旨終 り〉
5.qc運 動 を支 え る意 識
QCは クオ リテ ィ ・コ ン トロー ル(QuaUtyCon柱01)の 頭 文 字 で あ る が,
現 在,目 本 の各 企 業 で行 わ れ て い るQC運 動 は,英 語 本 来 の意 味 を 日本
語 に した 「品 質 管 理 」 とは ほ ど遠 い、 ・一… 以下 略 一(日 本 解 剖2,12～20
ぺ 一 ジー ジ ョー ジ ・フ ィ ー ルズ ー 日本 放 送 出 版 協 会'87年 刊)
藍要 罰
権 威 に対 す る素 直 さ とグル ープ 中 心 で動 く国 民 性,こ の ふ たつ が 日本 的
QCを 生 む か っ こ うの 土 壌 で あ る。 しか し,全 体 が 個 人 を鰯 す る印 象 が強
く,欧 米 人 は ど う して も一 億 玉砕 精 神 に 結 び つ け て しま う。 目本 的QC
が成 功 した背 景 に は,日 本 人 の価 値 意識 が 強 く働 い て い る よ うに思 う。 そ
れ は,生 産 過 程 で 不 良 品 を出 す こ と は聡 しい と感 じ る恥 の意 識 と悪 い もの
を直 す だ けで はお も しろみ が ない,も っ とよ く しよ うとい う改 善 の 意 識 で
あ る.(以 上要 旨終 り)
日本的経営は内部昇進制を原則 とする。従業員は全て社長の地位 まで上
る機会を平等 に与 えられている。それは権利でもあるが,ま た強制でもあ
る点 に日本的経営の特徴がある。全ての従業員 は緯織への長期的 コミッ ト
メン トの中で上昇志向を維持 し続 けることが期待 されている。欧米企業の
ブルーカラーに見 られる同一賃金 同一労働 の,個 人の突出を許 さない組合
的団結の気楽 さはない。その権利 の上に眠ることは許 されないのだ。人事
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考 課 の シ ス テ ム はそ れ を きび し くチ ェ ッ ク し誹 除 す る。 日本 の企 業 別 組 合
は人 事 労 務 管 理1こ関 して は,仮 に人 権 侵 害 の.よ うな こ とが あ って も そ れ
を会 社 対 個 人 の 中 に追 い や って 深 く は関 与 しな い。新 規 学 卒者 を,い わ ゆ
る 「会 社 人 間 」 に仕 立 て上 げ てい くそ の メ カニ ズ ム は,こ の 人事 考 課 制 度
の 中 に あ る とい え る。以 下 そ れ にっ い て 読 も う。
6.査 定される従業員
入事考課 というものが,日 本のサラリーマン生活の明暗を規定する大い






るべく秘匿するだろう。企業別組合 も,そ うした運用の実態に関 しては,










遇に決定的な差がつくのは勤続15年 頃からである。 第2に,配 転が多い
ため当該従業員に対する考課者 の数 が多い。第3に,適 用が全従業員に亘
る。第4に,考 課要素が多面的である。このような考課は仕事実績の評価
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だけでなく,能 力 と態度 ・性格の判定を経て全人格的な評価 にまで及ぶ。
この辺にr会 社人間」 を作 り上げて行 く深刻な周題が待 ちうけている。
(以上要 旨終 り)
目本 的 経 営 が 国 内 で 日本 入相 手 に行 わ れ て い るか ぎ り,そ こ に見 え て く
る もの は,限 りな く日本 的 な観 点 の範 囲 内 に収 ま り,そ こか らはみ 出 る も
の は,余 分 な もの と して手 際 よ く排 除 され て しま うだ ろ う。 目本 企 業 が海
外 へ 進 出 して外 国 人 労働 者 と直接 向 きあ って 目本 的経 営 を適 用 しよ う とす
る。 うま くい か な けれ ぱ,譲 歩 して 自分 側 を適 応 させ て い くほか ない 。 こ
の よ うな プ ロセ ス の中 で,日 本 的経 営 の別 な 姿 が 浮 ぴ上 って くる に ち が い
な い。 それ につ い て次 に読 も う、
7.日 本 的 経 営 と ヨー ロ ッパ労 働 者
海 外 の 日系 企 業 で 働 く従 業 員 は い ま,ど れ ほ ど の 数 に の ぼ るだ ろ うか。
い うまで もな く,80年 代 後 半 に お け る 円高 の進 行,先 進 諸 国 で の 保護 貿 易
主義 の台 頚,ア ジ ァKIESの 産 業 発 展 と輸 出 競 争 力 の 強 化 それ ら に
っ き動 か され た 日本 企 業 の海 外 進 出 が,そ の数 を急 上 昇 させ て い る。 「束
洋 経 済 ・臨時 塔 刊 ・業 種 別 海 外 進 出 企 業 」(1988年)に よ れ ば,87年 現 在,
す で に上 揚 企 業 の48%が 海 外 進 出 して お り,そ の従 業 員 数 は,表1の 示
す よ うに154万 人 を超 えて い る。 ・… 一以 下 略 一 一(日 本 的 経 営 の 明 暗79～
114ベ ー ジー 熊 沢 誠 一 筑摩 書房 》89年 刊 〉
ζ要 旨1)
目本 的 経営 の ソ フ トウエ ア とは,フ レキ シ ビ リテイ で あ る。 つ ま り従 業
員 は,職 務 は手 順 と ス ピー ドを守 って完 遂 で き るだ け で な く,必 要 に応 じ
て他 の仕 事 に配 転 可 能 で な けれ ば な らな い。 また責 任 範 囲 に固執 す る こ と
な く,品 質 の チ ェ ッ ク,工 程 の改 善,清 掃,雑 役 な どに も 自発 的 に参 加 し
て い くこ とが望 ま しい。 こ の よ うな融 通 性 が,チ ー ム ワ ー ク,多 能 工 化,
品質 ・=ス ト意 識,細 部 へ の関 心,現 揚 重 視 の参 加 とい う一 達 の 目本 的 ソ
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フ トウニ ア の母 胎 な の で あ る.こ れ に対 して ヨー ロ ッパ の 労働 者 は 「時 間
内 の モ ラ ー ル は高 い が,徹 底 して 休 日志 向 で あ る。 企 業 忠 誠 心 な どな い」
(ドイ ツ社 〉 「トップ ・ダ ウ ンの考 え方 で,い われ た こ とは よ く守 り,単 純
労働 で も実 行 度 は高 い けれ ど も,ケ ァ レス ミ ス が多 い。 また 会 社 や仲 間 の
こ と は あ ま り考 えず よ く休 む 」(イ ギ リス社)と い うもの で,日 本 の会 社 員
とは したた か に違 う。 目系 企 業 は 品 質 と コ ス トヘ の 強 い 配 慮 か ら生 産 の細
部 にま で 関 心 を払 う結 果,従 業 員 には きび しい 規律 を課 す 。生 産 現 場 で の
飲食.9喫 煙 の 禁 止,チ ー ム ワー ク づ くりの た め の 朝 礼 ・体 操,制 脹 の 着
用,時 間 い っぱ いの実 労働 ・ 遅 刻 の賃 金 カ ッ ト・ 欠 勤 率 の 削 減(Aド イ ツ
社11,6%,Bド イ ツ社12%,Aイ ギ リス 社7%,Bイ ギ リス社4～5%
は 日本 の水 準 に 比 べ る と歎 か わ しい 欠 勤 率 で あ る)な ど・ これ につ い て・
イ ギ リス の 労働 者 は,不 自由 だ ・ 統 制 的 にす ぎ る,職 場 は兵 営 の よ うだ,
学童 の よ うに扱 わ れ る と感 想 を述 ぺ る。 欧 米 の伝 統 的 な企 業 で は ブル ー カ
ラー は ホ ワイ トカラ ー と同等 に 扱 わ れ な い 。 食 堂 も駐 車 揚 も トイ レ も別
だ。 日系 企 業 は これ に挑 戦 して地 位 の同等 化,処 遇基 準 の 平等 化 を導 入 し
た。 これ に対 し,従 来 の相 対的 特 権 を失 うホ ワイ トカ ラー の クー ル な反 応
と対 照 的 に,ブ ル ー カ ラー は好 意 を も って迎 えて い る。 しか し,目 系 企 業
は平 等 主 義 の も とに全 従 業 を単 一 の拠 遇 基 準 に統 合 した後,新 し く働 きぶ
りに よ って従 業 員 個 人 間 に処 遇 格 差 が生 まれ る制 度 も導 入 す る。 人 事 考 課
に よ る賃 金 格 差 に よ っ て従 業 員 聞 に競 争 の原 理 を持 ち こむ の で ある。 ヨー
・ ッパ の労 働 者 の 同一 労働 同一 賃 金 主 義 に対 して,こ の よ うな 日本 的 業 績
加給 の賃 金 は激 しい抵 抗 を受 け る。(以 上 要 旨終 り)
目本 的 経 営 は,ヨ ー ロ ッパ に あ っ て妥 協 を余 儀 な く され て,適 用 の姿 勢
を改 め,適 応 に転 化 せ ざる を え ない状 況 にお かれ てい る。 権 力対 個 人 の 苛
酷 な対 決 とい う市 民 革 命 を乗 り越 えて きた 強 い個 人 が ヨー ロッパ 人 に は脈
打 っ て い るの だ ろ うか。 で あれ ば,目 本 的 経 営 とい うの は,権 力 に素 直 な









に隈 られているよ うに,日 本企業の海外進出の深度は現在生産現場に とど
まってお り,ま だマーケッティング》財務などの段階に達 していない。こ
ク)殻階では多数のホワイ トカラーを必要 とするわけで・ その時・ 日本的
経営が彼等に十分対応できるかどうかは,は なはだ疑問だと大前研一は言
う15♪。 だが,日 本企業のグローバル化のためにはこの道 は避 けて通れな
いo
さ て,日 本 的経 営 で,そ の 厳 しい人 事 考 課 を ム チ とす る な ら,ア メ は,
定 期 昇 給,各 種 手 当,ボ ー ナ ス,ベ ー ス ・ア ップ な ど の キ メ細 か 欺待 遇 シ
ス テ ム で あ る。 中 で も,交 際 費 のイ ン セ ンテ ィ ブ と して の効 果 は絶 大 で あ
る 。 日本 の交 際 費 は 防 衛 費 を上 回 る と言 われ るそ の 量 も さ る こ となが ら・
交 際 費 を 出 す権 限 の魅 力 は,出 世 を 目指 す ハ ー ドな努 力 に十 分 報 い る。 か
くして,残 業手 当,交 際 費 な ど の シ ス テ ム は,従 業員 を と め ど もな い労 働





14〉 「日本 的 経 営 の明 暗 」熊 沢 誠,171ぺ 一 ジ,筑 摩 書 房
15)rグ ローバ ル 化 へ の進 化 論 」大 前 研 一,r21世 紀 日本 企 業 は ど うな る」NHK






一(文 化としての目本的経営 葡2～168ぺ 一ジー 秋光翔一 中央経済社
'9D年 刊〉
《要 旨))
目本的経営には.できるだけ低コス トで,場 合によってはコス トを支払わ
ずに,な りふ りかまわず労働者を使お うとい う意識が徹底 している。長い
労働時間,有 給休暇 ・週休二日制の不徹底,残 業 ・接待の多さ,時 間外活
動(TQC活 動)の奨励,単 身赴任などがそ うだ。目本的経営が依然 として
高い国際競争力を維持していられるのも,こ うした徹底 したコス ト意識 を
持っているからだ。 しか し,こ れは父親なきr母 子家庭化」を進める経営
法だ。(以上要旨終 り)
父 親 な き 「母 子家 庭 化 」 を容 認 す る 目本 的経 営 は男 女 差 別 を前 提 に して
い る。 ギ アー ド ・ホ ー フス テ ッ ドに よ る 乙 全 世 界 に支 社 を もっIBM社
の 現 地 従 業 員 を調 査 した 結 果(調 査 期 問 は1967～69年 お よび1971～73年
の2度),日 本 は,男 女 問 の 伝 統 的 な役 割 分 担 の 規 範 意 識 が きわ め て 強 く,
40か 国 中第1位 で,そ の ス コア も極 端 に高 い とエ6)。男 性 化 指 標 の高 い 国 で
は,仕 事優 先 で,男 性 は支 配 者 で 自 己主 張 的 に ふ る ま い,女 性 は養 育 的 に
ふ る ま うこ とが期 待 され て い るLτ)。
さて,日 本 的 経 営 の企 業 戦 略 とは,ど の よ うな もの な の だ ろ うか。 それ
につ い て次 に読 も う。 それ は,日 本 に進 出 して い る外 国 企 業 の経 営 者 の 目
を通 す と,鮮 弓月}こミ撃き周5り1こされ る。
16)「 経 営 文 化 の国 際比 較 」G・ ホー フ ス テ ッ ド,xxiぺ 一 ジ ン産 業 能 率大 学 出版
部
17)同 上 書273ペ ージ
8一!
9・ 日本 で 勝 て れ ば 世 界 で 勝 て る
初 めて 会 った ときマ ックス ・フ ァ ク タ ー の ビク ター ・ハ リス社 長 は い か
に も典 型 的 な カ リフォ ル ニ ア育 ち の企 業 幹 部 に見 えた。 ・・… ・中略 … … ハ リ
ス 社 長 に よ る とマ ック ス ・フ ァク ター は,日 本 の化 粧 品 の小 売 市場 で最 も
大 き な外 国 企 業 で あ り・ 同 社 よ り規 模 の大 き な 目本 化 粧 品会 社 は 三社 しか
ない とい うこ とで あ った 。 ・一… 中略 臼… ・しか しン 話 を 進 めて い く う ち に,
同 社 の 日本 で の営 業 活動 は利 益 を上 げ て い る もの の,彼 が期 待 して い る程
で は ない こ とが 問 もな く明 か に な った.『 現 在 我 々 は 目本 市 場 の5パ ー セ
ン トを 占 めて い る。 だ が好 調 時 は 我 々 の シ ニ ア は10パ ー セ ン トに 近 か っ
た。 誤解 され るの を避 け るた めに言 うと,我 が社 の売 上 げ は,全 体 と して
伸 び て い る。 しか し,市 揚 の成 長 か らは遅 れ て い る の だ。 競 争 相 手 の 目本
メー ヵ一 は我 々 よ り速 い ス ピー ドで成 長 して い る … 。 それ もは る か に 速
いの だ。 小 売 りに関 して は現 在,資 生 堂 が市 場 の45パ ー セ ン ト,鐘 紡 が
25パ ー セ ン ト,そ して コー セイ が お そ ら く15パ ー セ ン トを 占 め て い る と
思 うコ と言 う。 … …以 下 略 一(「 日本 で勝 て れ ば世 界 で勝 て る」252～274
ベ ー ジー ロバ ー ト ・C・ ク リス トフ ァ ー,徳 山二 郎 訳一 講 談 社 》86年
刊)
⊂要 旨21
米 国 企 業 は伝 統 的 に 資金 調 達 を株 式 投 資 に大 き く依 存 して い る た め,株
主 の利 益 を最 大 にす る こ と を第1の 目的 としな くて は な らな い。 次 の 四半
朗 の事 業 報 告 に利 益 が 増 大 した こ とを 示 す の を何 よ り も重 要 視 して い る。
一 方
,目 本 企 業 は 資金 調 達 を銀 行 か らの借 入 金 に依 存 してい る。 日本 の銀
行 は 長期 的 な 見 方 を とる の が ふつ うで あ る。 日本 企 業 は当 面 の利 益 を忘 れ
て,マ ー ケ ソ トシ ェア を拡 大 す る こ と に専 念 す る。最 大 のマ ー ケ ッ トシ ェ
ア を手 にす れ ば長期 的 に見 て必 ず儲 か る と確 信 して い る か らだ。 目本 に進
出 して くる米 系企 業 は 日本 で の企業 活 動 に競 争 力 をつ け るの に十分 な だ げ
の 投 資 を して い な い.IBMや コ カ ・コー ラ な どが よい業 績 を維持 し て い
るの は 目先 の利 益 を追 って い なか った結 果 な の だ。 結 局,米 国 の 四 半 瑚 主
一79一 一
義 が あ る限 り日本 の ほ うが強 い とい うこ とに な る。(以 上要 旨終 り)
生 産 活 動 とい うの は,ヒ トが カ ネ を 使 っ てモ ノ を 作 り変 え る こ とで あ
る。何 を い つ ど こで どの よ うに作 った ら一 番 利 益 を生 む か。 つ ま り,消 費
者 の 二 一 ズ は 何 か,い ま は売 勇出 しの タイ ミン グ と して適 当 か・ どの 工 揚
で作 らせ るか,低 コス トの作 り方 は何 か,と い うよ うな情 報 は,利 益 を生
み出 す た め の技 術 と言 え る。 コ ン ピ ュー タ の普 及 と とも に情 報 は影 の存 在
か ら表 に 出 て きて,逆 に ヒ ト,モ ノ,カ ネ を支 配 し始 め た。 情 報 が第4の
経 営 資源 とい わ れ る所 以 で あ る。 コ ン ピュ ー タ を活 用 した 経 営 法 は情報 を
集 中 し,そ れ に よ って,ヒ ト,モ ノ,カ ネ を動 か して 行 くの で あ る。 トヨ
タの カ ンバ ン方 式,花 王 の 「川 上 」 か ら 「川 下 」 発想 へ の 全 面 転 換 とい




いえ ぱン"CIM"と 呼 ばれ る シ ステ ム がン この戦 略 的 な シ ス テ ム と考 えて
いい。CIMは,コ ン ピュー タ ・イ ンテ グ レー テ ッ ド ・マ ニ フ ァ クチ ュア
リン グ の略 で,FAよ り概 念 が 広 く,情 報 を も って 企 業 全 体 の 活 動 を統
合 す る とい う位 置 づ け に な っ てい る。 す な わ ち,製 造 業 に お ける研 究 ・開
発,生 産,販 売 とい う三 つ の業 務 を情 報 シ ステ ム に よ って 統 合 し,こ れ を
一 つ の経 営 戦 略 の も とに動 か して い く とい うシ ステ ム と して 考 え られ て い
る。 … …以 下 略 一 一(CIM製 造 業 の情 報 戦 略52～68ペ ー ジ,!39～146ぺ
一ジー 松 島克 守 一 工 業 調 査 会}87年 刊 〉
腰 旨》
CIMと は製 造 業 に お け る販 売,開 発,製 造,保 全 と これ に伴 う情報 の
流 れ を コ ン ピ ュー タ を用 い て統 合 的 に処 理 す るシ ス テ ム で,多 様化 す る市
揚 に対 応 す る製 品 を開 発,提 供 してい く企 業 に と って,経 営基 盤 を強化 す
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る道 具 で あ る。 企 業 が多 国 籍 化 して,販 売,生 産,開 発,保 全 が グ ロー バ
ル な広 が りを もっ て い く時,CIMは 欠 か せ な い情 報 シ ス テ ム な の で あ る.
(以上 要 旨終 り)
11.縦 横 に 走 る``情 報 ネ ッ トワー ク"を 展 開
ネ ッ トワー ク化 の 動 きが 米 国 び 本 格 化 した の が1970年 代 。 それ に 約 十
年 お くれ て,艮 本 で は1985年 に通信 が 全 面 的 に 自 由化 され,い よ い よ本
格 的 な 高 度 情 報 化 時 代 を迎 えた 。 が,そ れ か ら三 年 余,わ が国 の高 度
清報 社 会 は 大 方 の 想像 を超 え るテ ンポ で"進 化"し は じめ た。…… 以 下 略
([車座 社 会1ニ ッポ ンの 明 目224～232ペ ー ジー 守 永 英 輔 一 講 談 社'89
年 刊)
腰 旨》
多 品種 少 量 生 産 を迫 られ る メ ー カー は,毎 日変 わ る全 国 各 地 の市 揚 動 向
を コ ン ピュ ー タ ネ ッ トワ ー ク を通 じて つ か み ・生 産 ライ ンや 商 品 開 発 部 門
に フ ィ ー ドパ ックす るCIMの 構 築 に向 け て動 き は じめ て い る 。 これ は流
通 業 ・ 金 融 業 も同 様 で あ る。 そ の事 例 と してr花 王」 とrヤ マ ト運 輸」 を
挙 げ る。(以 上 要 旨終 り)
以 上,終 身 雇 用,年 功 賃 金 な どの 目本 的 シ ス テ ム ・ 人 の働 か せ方 の 目本
的 ソ フ トウ ェ ア な ど に つ いて 読 んで き た が ・ 日本 的 経 営 の も う一 つ重 要 な
特 徴 と して企 業 の 系 列 シ ステ ム 騨 あ る。 企 業 同 士 が 系列 関係 を結 ぶ とそ の
取 引 は長 期 に亘 り,情 報 交 換,技 術移 転 な ど も頻 繁 に行 わ れ る。 例 え ば,
トヨ タの 揚 合,部 品 供給 メー カー は270社 ほ ど で,GMの12500社 に比 べ
る と驚 くほ ど少 な い 。親 企 業 は取 引 下 請 メー カ ー を選 別 して,そ の数 を絞
り こむ こ とで,相 互 に信 頼 関 係 を確 立 し,そ の 後,利 益 供 与 のイ ン セ ン テ
ィブ と,納 入 シ ェ ア引 き下 げ の ペ ナル テ ィ と を交 互 に巧 み に使 い分 け て コ
ン トロー ル して 行 く。GMの よ うに取 引 企 業 の数 が極 め て 多 く,そ の 関 係
も流 動 的 で あ る とン この よ うな系列 関係 を作 る こ とは むず か しい 鮒 。
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おわ りに
「乾 い た タオ ル をな お 絞 る」 とい う徹 底 して セ コイ経 営 法 か ら生 ま れ た
トヨ タの 「カ ンバ ン方 式 ゴ(ジ ャス ト ・イ ン ・タイ ム方 式)は ・ 世 界 に逓 じ
る普 遍 的 な経 営 法 とな っ た。 米 国 で は,フ ォー ド,GM,IBM,デ ィ ジ タ
ル ・イ クイ ップ メ ン トな どが,日 本 的 経 営 の 系 列 作 りを 導 入 し始 め た 捌。
韓 国 は 目本 よ りも同 質性 の高 い 国 だ と言 われ る が測,い ま系 列 作 りに必 死
だ。低 コス トの 資金 を投 入 で き る 日本 企 業(日 本 は8%で 米 国 は12%だ と
い う)に 対 抗 す る た め,低 配 当主 義 が 採 用 され始 め,労 働 時 間 の増 加 運 動
に も乗 り出 して い る油 。 米 国 で も比 較 的 よ い仕 事 に就 い て い る者 ほ ど長 時
間働 き,'85年 の コー ン=フ ェ リー社 の調 査 によ る とシ優 良 企業1000社 の
経 営 幹 部 の 平 均 「労働 時 問 は週56時 聞 で'79年 に比 べ て3時 間 増 え て い る
とい デ2)。 世 界 が 日本 的 経 営 を評価 し,そ の導 入 も手 口 の模 倣 か ら理 念 の
学 習 にま で 深 化 しつ つ あ るい ま,一 方 目本 で は,終 身 雇 用,年 功 賃 金 が ゆ
らぎ始 め,労 働 時 問短 縮 を迫 られ,系 列 関 係 維 持 の コ ス トも増 大 して,キ
シ ミが 起 り始 め2鞠 日本 的経 営 は大 きな揺 り戻 しを受 け て い る。 今 後,21
世 紀 にか けて,日 本 的経 営 が,ど の よ うに変 質 して い くの か,ま た普 遍 化
して い くの か,企 業 は 人 な り とい うが,日 本 人 と して の 自分 自身 の未 来 像
に重 ね あわ せ て ・ そ の ゆ くえは ま こ とに興 味 あ る問 題 で あ る。
18〉 「マネ ジ メ ン ト ・フ アイ ル'90」 伊 丹 敬 之,98ぺ 一 ジ,筑 摩 書 房
19)目 経 新 聞,'92年1月7目 付
20)「 韓 国 の 「反 日」 が 変 わ る 目は いつ か」 鄭 大均,中 央 公 詮,平 成3年2月 号
21)日 経 新 聞,つ2年 午月7目 付
22)「 巨大 企 業 は復 活 で き る か」 ロザベ ス ・M・ キ ャ ン タ ー,三 原 淳 雄 ほ か訳,
認9ペ ー ジ,ダ イ ヤ モ ン ド社
23〉 日経 新 聞,'92年3月 ヰ 目付
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